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６月１２日施行の内容 
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新型コロナウイルス感染症にかかる 
雇用調整助成金の特例措置の拡大について 
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新型コロナウイルス感染症にかかる特例措置として、４月１日から９月30日まで
の緊急対応期間について、全国において特例措置の対象となります。  
 
①対象事業主 
⇒新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主（全業種）。 

 
②生産指標要件 
⇒売上が1ヶ月5％以上低下した場合（ハローワークへ届出した月の前月の売上と、1年前の  
 同月の売上を比較して5％以上低下した場合）。 
 
＜POINT＞ 
比較対象できる対象月が6月12日より以下の通り変更となりました。 
 
①１年前の同じ月を比較対象とすることが適当でない場合は､ 
２年前の同じ月との比較が可能です。 
 
②１年前や２年前の同じ月と比較しても要件を満たさない場合、 
休業した月の１年前の同じ月から休業した月の前月までの間の 
適当な１か月との比較が可能です。 
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対象期間の初日が令和２年４月１日より前である場合は、10％以上の減少が要件となりま 
す。 
 
比較に用いる１か月はその期間を通して雇用保険適用事業所であり、かつ当該１か月の期間 
を通して雇用保険被保険者を雇用している月である必要があります。 
 

③対象者 
⇒特例により、雇用保険被保険者でない労働者の休業も助成金の対象となります（本来は雇 
 用保険被保険者のみに限定されます）。 
 
ただし、以下に該当した場合は助成金の対象外となります。 
①解雇を予告されている方、退職願を提出した方、事業主による退職勧奨に応じた方（離職 
 の日の翌日に安定した職業に就くことが明らかな方を除きます）（注：それらの事実が生 
 じた日までの間は対象労働者として扱います） 
 
②日雇い労働被保険者 
 
＜POINT＞ 
たとえば、派遣社員の契約が更新とならない場合は、更新とならない事実が判明した日以後
の休業については、助成金の対象外となります。 
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④助成率 
①解雇と見なされる有期契約労働者の雇止め、派遣労働者の事業主都合による中途契約解除 
 等の場合⇒ 4/5(中小企業)、2/3(大企業) 
 
②解雇等を行わない場合⇒10/10（中小企業）、3/4（大企業） 

⑤計画届 
⇒9月30日までであれば、事後の提出も認められます（本来は、事前に提出する必要があり 
 ます） 。 

 
⑥クーリング期間の撤廃 
⇒本来は、1つの対象期間の満了後に引き続き助成金を受給する場合は、 
 満了日の翌日から次の対象期間まで、1年間以上間隔をあける（クーリング期間）必要が 
 ありますが、今回は特例により撤廃されます。 
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⑦雇用保険被保険者期間の撤廃 
⇒本来は、雇用保険被保険者の場合、6ヶ月以上の被保険者期間が要件となりますが、  
 今回は特例により被保険者期間要件が撤廃されます。 
 

⑧支給限度日数 
⇒ １年100日、３年150日に加えて4月1日から９月30日までの支給限度日数が加算されま
す。 

 
⑨短時間の休業について 
⇒短時間休業をする場合は、当該事業所における対象労働者全員について、一斉に1時間以 
 上行われる必要がありますが、今回は特例により撤廃されます。 
 

⑩休業規模要件の緩和 
⇒判定基礎期間における対象労働者に係る休業等の実施日の延べ日数が、対象労働者に係る 
 所定労働延べ日数の30分の1（中小企業の場合は40分の1）と緩和されます。 

 
⑪残業相殺の停止 
⇒労働者を休業させる一方で残業や休日出勤をさせた場合、助成の対象となる休業の延べ日 
 数から、その残業や休日出勤をさせた分を控除することとしています。 しかし、緊急対応 
 期間に実施した休業について、この適用はありません。 
※休業をさせたにも関わらず、就業日に残業や休日出勤があった場合は、休業の延べ日数を 
 減らすことにより、支給日数が調整されます。 
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受給の要件 
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事業活動の縮小期に、雇用維持のために休業・教育訓練、出向のいずれかの方法を 
実施した雇用保険適用事業主が対象となります。 
 
＜休業とは＞ 
労働者がその事業所において、所定労働日に働く意思と能力があるにもかかわらず、労働す
ることができない状態をいいます。 
 
＜POINT＞ 
ストライキ中や有給休暇中のように労働の意思そのものがない場合や、新型コロナウイルス
に感染した場合等による休暇中のように労働能力を喪失している場合等の休職・休業は、本
助成金の支給対象となりません。 
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本助成金を受給する事業主は、次の（１）～（２）の要件を満たしていることが必
要です。また（３）に該当していないことが必要です。 
 
【支給対象の要件】 
（１）雇用調整の実施 
「新型コロナウイルス感染症の影響」により、「事業活動の縮小」を余儀なくされた場合に、
その雇用する対象労働者の雇用の維持を図るために、「労使間の協定」に基づき「雇用調整
（休業）」を実施する事業主が支給対象となります。 
 

＜新型コロナウイルス感染症の影響とは＞ 
以下のような理由により経営環境が悪化し、事業活動が縮小していることをいいます。 
 
【理由の一例】 
① 観光客のキャンセルが相次いだことにより、客数が減り売上が減少した。 
② 市民活動が自粛されたことにより、客数が減り売上が減少した。 
③ 行政からの営業自粛要請を受け、自主的に休業を行ったことにより、 
  売上が減少した。 
 
＜POINT＞ 
コロナウイルスによる影響のため派遣先が休業したことにより、派遣元の 
売上が減少した場合も、該当します。 
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＜事業活動の縮小＞ 
売上高または生産量などの事業活動を示す指標の最近１か月間の値が、前年等の同月比５％
以上減少していること 
 

＜労使間の協定＞ 
本助成金は、雇用調整（休業）の実施について労使間で事前に協定し、その決定に沿って雇
用調整を実施することを支給要件としています。 
 
労使協定は、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合にはその労働組合、ない場合に
は労働者の過半数を代表する者との間で書面により行う必要があります。 
 

＜その他の要件＞ 
本助成金を受給する事業主は、その他次の要件を満たしていることが必要です。 
① 雇用保険適用事業主であること。 
 
② 「受給に必要な書類」について、 
a 整備し、 
b 受給のための手続に当たって労働局等に提出するとともに、 
c 保管して労働局等から提出を求められた場合にそれに応じて速やかに提出すること。 
 
③ 労働局等の実地調査を受け入れること。 
 



● ２．受給の要件 

© 2020 社労士派遣コンサルティング 

xx向け 

13 

（３）不支給要件 
本助成金を受給する事業主は、次のいずれの場合にも該当していないことが必要で
す。 
 
① 平成31年３月31日以前に申請した雇用関係助成金について不正受給による不支給決定又 
 は支給決定の取り消しを受けたことがあり、当該不支給決定日又は支給決定取消日から３ 
 年を経過していない。 
 
② 平成31年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について不正受給による不支給決定又 
 は支給決定の取り消しを受けたことがあり、当該不支給決定日又は支給決定取消日から５ 
 年を経過していない。 
 
③ 平成31年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について不正受給に関与した役員等が 
 いる。 
 
④ 支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度における労働保険料の滞納 
 がある。 
 
⑤ 支給申請日の前日から起算して過去１年において、労働関係法令違反により送検処分を受 
 けている。 
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⑥ 暴力団又は暴力団員又はその関係者である。 
 
⑦ 事業主等又は事業主等の役員等が、破壊活動防止法第４条に規定する暴力主義的破壊活動 
 を行った又は行う恐れがある団体等に属している。 
 
⑧ 倒産している。 
 
⑨ 雇用関係助成金について不正受給を理由に支給決定を取り消された場合、労働局が事業主 
 名等を公表することに承諾する。 
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本助成金は、次によって定められた期間と日数について受給できます。 
 
（１）対象期間 
雇用調整助成金は、１年の期間内に実施した休業について支給対象となり、この期間を「対
象期間」といいます。 
つまり、本助成金の支給申請が可能な期間のことです。 
 

（２）クーリング期間 
通常は１つの対象期間の満了後、引き続き本助成金を受給する場合、その満了の日の翌日か
ら起算して１年間以上空けないと、新たな対象期間を設定することができません（「クーリ
ング期間」）。 
しかし、緊急対応期間に実施した休業について、この適用はありません。 
 

（３）判定基礎期間 
休業を行う場合、原則として対象期間内の実績を１ヶ月単位で判定し、それに基づいて支給
されます。この休業の実績を判定する１ヶ月単位の期間を「判定基礎期間」といいます。 
 
「判定基礎期間」は原則として、毎月の賃金の締め切り日の翌日から、その次の締め切り日
までの期間です。ただし、毎月の賃金の締め切り日が特定されない場合などは暦月とします。 
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本助成金は、次によって定められた期間と日数について受給できます。 
 
（４）支給対象期間 
休業を行う場合の計画届や支給申請の単位となる一定期間を「支給対象期間」といいます。
「支給対象期間」は、１つの「判定基礎期間」、又は連続する２つないしは３つの「判定基
礎期間」のいずれかを事業主が毎回の届出ごとに選択することが可能です。 

 
（５）支給限度日数 
本助成金によって、受けることができる支給限度日数は、１年間で100日分、３年で150日
分が上限となります。ただし、緊急対応期間中に実施した休業は、この支給限度日数とは別
に支給を受けることができます。 
 
＜POINT＞ 
支給日数の計算方法は、この場合の支給日数の計算において、休業を実施した労働者が１人
でもいた日を「１日」とカウントするのではなく、休業の延べ日数を、休業を実施する事業
所の労働者のうち本助成金の対象となりうる「対象労働者」人数で除して得た日数を用いま
す。 
例）事業所における対象労働者10人うち６人×休業５日＝30人日／10人＝支給日数３日 
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本助成金は、支給対象となる事業主が、対象労働者に対して実施した、(１)～(３)
に該当する休業が助成対象となります。 

 
（１）休業 
本助成金の対象となる「休業」は次の①～⑥のすべてを満たす必要があります。 
① 労使間の協定によるものであること。 
 
② 事業主が自ら指定した対象期間内（１年間）に行われるものであること。 
 
③ 判定基礎期間における対象労働者に係る休業の実施日の延日数が、対象労働者に係る所定 
 労働延日数の1/40（大企業の場合は 1/30）以上となるものであること（休業等規模要 
 件）。 
 
（例）判定基礎期間における所定労働延日数が 22 日、「所定労働時間」が 1 日 8 時間の
事業所において、10 人の労働者が 1 日ずつ休業をする場合、 
「休業延べ日数」は 10 人×1 日゠ 10 人日となります。 
この場合、10/220＞1/40 となるため、当該要件を満たすこととなります。 
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④ 休業期間中の休業手当の額が、労働基準法第26条の規定（平均６割以上）に違反してい 
 ないものであること。 
 
⑤ 所定労働日の所定労働時間内において実施されるものであること。 
 
⑥ 所定労働日の全１日または半日（３時間以上全１日未満）、あるいは所定労働時間内に当 
 該事業所における部署・部門ごとや、職種・仕事の種類によるまとまり、勤務体制による 
 まとまりなど一定のまとまりで行われる短時間休業、または一斉に行われる短時間休業で 
 あること。 
 
＜POINT＞ 
緊急対策期間中は、次のような一定のまとまりで行われる短時間休業も支給対象となります。 
 
① 立地が独立した部門ごとの短時間休業（部署・部門ごとの休業） 
 例）客数の落ち込んだ店舗のみの短時間休業 
 
② 常時配置が必要な者を除いた短時間休業（職種・仕事の種類ごとの休業） 
 例）ホテルの施設管理者等を除いた従業員の短時間休業 
 
③ 同じ勤務シフトの労働者が同じ時間帯に行う短時間休業（勤務体制ごとの短時間休業） 
 例）８時間３交替制を６時間４交代制にして２時間分を短時間休業 
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休業を実施した場合の助成額は、次の①と②を乗じた額です。 
 
① 休業を実施した場合に支払った休業手当に相当する額 
② 助成率 
 解雇と見なされる有期契約労働者の雇止め、派遣労働者の事業主都合による中途契約解除  
 等の場合⇒中小企業４/５、大企業：２/３ 
 
 解雇等を行わない場合⇒中小企業：１０/１０（６月１２日より施行）、大企業：３/４ 
 
 ただし、１人１日当たり雇用保険基本手当日額の最高額（令和２年6月１2日より上限額が
15,000円に引き上げ）を上限額とします。 
 
 ※ 実際は、前年度１年間における雇用保険料の算定基礎となる賃金総額を、前年度１年間 
 における１か月平均の雇用保険被保険者数及び年間所定労働日数で割った額に、休業手 
 当の支払い率をかけて算出します。 
 
※６月１２日施行の内容については、既に申請済の事業主の方についても、令和２年４月１
日に遡って適用となります。 
追加支給分（差額）については、労働局・ハローワークで計算するため、再度の申請手続き
は必要ありません。 
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受給手続きの手順 



雇用調整助成金の受給までのながれ 
 
対象期間（1年間）に判定基礎期間（1ヶ月）について計画と申請と受給を行います。 
※5/19より計画届の提出は不要となりました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（例） 
1年間の対象期間中に、 
1ヶ月間の計画届の届出と支給申請を 
繰り返した場合。 
 
 

受給 
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判定基礎期間 判定基礎期間 判定基礎期間 計画 

申請 

受給 

計画 

申請 

計画 

対 象 期 間  
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①休業計画・労使協定 
休業の具体的な内容を検討します。労使間で休業にかかる協定を締結します。 

②計画届の提出※緊急対応期間中の特例として、5/19より計画届の提出は不要となりました。  
雇用調整の計画の内容について計画届を提出します。 

③休業の実施 
計画届に基づいて休業を実施します。 

④支給申請 
休業の実績に基づき、支給申請をします。※必要な書類を添付して提出します。 
※申請期限は「支給対象期間」の末日の翌日から２か月以内です。 

⑤労働局の審査 
支給申請の内容について労働局で審査が行われます。 
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⑥支給決定 
支給決定額が振込まれます。通常は支給申請から３ヶ月後に支給決定となりますが、緊急対応期間中は 
１ヶ月後を予定。 
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計画届の提出 
※緊急対応期間中の特例として、5/19より計画届の提出は 

  不要となりました。 
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①休業計画・労使協定 
 
まずは、計画申請！ここから始まります！ 
 

＜通常＞ 
助成対象となる休業等を行うにあたって、事前に計画届の提出が必要です。休業等を開始す
る日の前日までです（ただし、初回の場合は審査のため、休業等の初日の２週間前までに提
出が必要です）。 

 
＜今回の特例＞ 
事後の計画届が可能です。令和２年１月２４日以降に初回の休業等がある計画届については、
令和２年６月３０日までに提出すれば、休業等の前に提出したものとします。 
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＜POINT＞ 
申請する事業所の単位については、雇用保
険の事業所番号が割り振られている事業所
が対象となります。 
 
 
 
  被保険者単位の事業所番号 
 
 
これ単位で1事業所と見ます。 
 
また、一括していれば、それで1事業所と 
見ます。 
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休業を行う場合の計画届の提出に必要な書類 
 

①休業等実施計画（変更）届 
⇒5/19より届出は不要となりました。 
 
②雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書 
 
③休業協定書 
 
④事業所の状況に関する書類 
⇒事業所が中小企業に該当しているか否かの確認等のための書類。 
 たとえば、常時雇用する労働者の人数を確認できる「労働者名簿」および 
「役員名簿」などの書類。 
 

⑤教育訓練協定書 
⇒教育訓練を実施する場合に限ります。 
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 休業について、事業主と労働者代表の間で合意した協定書を提出する必要があり
ます。 
 
休業協定書を作成します。 
 

＜以下の内容について、事前に活動内容を記入します＞ 
①休業の実施期間 
⇒休業の実施予定期間を記入します。 
※たとえば、４月１日から４月３０日までとした場合、５月以降も休業を実施するにあたっ 
 ては、５月以降の実施期間を記入し再度締結をする必要があります。 
 

②休業の時間数 
⇒休業の時間数（たとえば始時刻間９時から終業時刻１７時まで）を記入します。 
 

③休業の対象者 
⇒休業する対象者について、全従業員なのか一部の従業員（ある店舗の従業員）なのかを記 
 入します。 
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④休業手当の額 
⇒１日あたりの休業手当額を記入します。 
※休業協定書の締結毎に、休業手当額が変更となっても問題ありません。 

 
⑤休業手当の算定方法 
⇒賃金額の算定方法 
（例）３ヶ月の月額÷３ヶ月の総日数 
  （３ヶ月の月額÷３ヶ月の所定労働日数）×６０％ 
 

⑥休業協定の適用日・失効日 
⇒適用日は休業の初日、失効日は終了日を記入します。 
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休業協定書 

（以下はあくまで例となりますので、この通り作成しなくても問題ありません） 

休業実施予定時
期の休業日数が
増えた場合は、
再度の提出が必
要となるため、
予定より多めに
記入しても問題
ありません。 

始業時間、終業
時間が派遣先に
より異なる場合
は、幅を持たせ
て記入します。 
（記載例）７時
から２２時の間
で８時間行う。
また事前に従業
員と協議のうえ
決定する。 
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  手当について賃
金に含まれない
場合、記載する
必要はありませ

ん。 
また、「１日当
たりの賃金額の
算定方法」はあ
くまで例となり
ますので、この
通りである必要
はありません。 

日付は、休業の
初日と終了日を
記載します。 
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 教育訓練とは、「職業に関する技能、知識または技能の習得」、「向上を目的と
する教育、訓練および講習等」を指します。 
 

【教育内容】 
・現在就いている職業に直接関係するもの 
・現在就いている職業に直接関連する周辺の技能、知識 
 

【教育訓練と認められないもの】 
・就業規則等に基づいて行われる通常の教育訓練 
・職務の遂行上、必要不可欠な教育訓練 
・定年退職後の職場等のための教育訓練など 
 

【その他】 
・社内で実施される場合は、通常の就労場所や製造現場ではないこと。 
・OFF-JTの場合は、３時間以上実施されること 
・感染防止拡大の観点から、WEBによる自宅等で行う通信教育も助成対象となります。 
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 教育訓練を実施した場合は、加算額の引き上げがあります。 
 

【加算額】 
中小企業の場合・・・２，４００円 
大企業の場合・・・・１，８００円 
 
※教育訓練が半日の場合は、加算額は半額となります。 
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教育訓練について、事業主と労働者代表の間で合意した協定書を提出する必要があ
ります。 
 

教育訓練協定書を作成します。 
 

＜以下の内容について、事前に活動内容を記入します＞ 
①教育訓練の実施期間 
⇒休業の実施予定期間を記入します。 
※たとえば、４月１日から４月３０日までとした場合、５月以降も休業を実施するにあたっ 
 ては、５月以降の実施期間を記入し再度締結をする必要があります。 
 

②教育訓練の時間数 
⇒教育訓練の時間数（たとえば始時刻間９時から終業時刻１７時まで）を記入します。 
 

③教育訓練の対象者 
⇒教育訓練をする対象者について、全従業員なのか一部の従業員（ある店舗の従業員）なの 
 かを記入します。 
 

④教育訓練の実施主体 
⇒教育訓練の実施者について記入します。 
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⑤教育訓練中の賃金額 
⇒原則、賃金額の１００％ですが、就業規則や労働契約書に教育訓練中の賃金について定め 
 がある場合は、定められた金額（１００％でなくてもよい）を記入します。 
 

⑥教育訓練手当の算定方法 
⇒賃金額の算定方法 
（例）３ヶ月の月額÷３ヶ月の総日数 
  （３ヶ月の月額÷３ヶ月の所定労働日数）×６０％ 
 
⑥教育訓練協定の適用日・失効日 
⇒適用日は教育訓練の初日、失効日は終了日を記入します。 
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教育訓練協定書 

（以下はあくまで例となりますので、この通り作成しなくても問題ありません） 

委託をせず自社
で実施する場合
は、その旨記載
します。 

従業員が自宅で
受講する場合は、
「各従業員自
宅」と記載しま

す。 
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就業規則や労働
契約で教育訓練
中の賃金を定め
ている場合は、
最低賃金額を上
回っていれば１
００％でなくて
もよい。 

手当について賃
金に含まれない
場合、記載する
必要はありませ

ん。 
また、「１日当
たりの賃金額の
算定方法」はあ
くまで例となり
ますので、この
通りである必要
はありません。 
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休業に関する計画届を作成します。 
 
様式第１号(1) 雇用調整助成金休業等実施計画（変更）届を作成します。 
 

＜以下の内容について、事前に計画内容を記入します＞ 
①判定基礎期間 
⇒毎月の賃金の締め切り日の翌日から、その次の締め切り日までの期間です。ただし、毎月 
 の賃金の締め切り日が特定されない場合などは暦月とします。 
 

②休業予定日 
⇒休業日が、たとえ予定されていた日数より減った場合でも問題はありません。ただし、増 
 えた場合は再提出の必要がありますので、予定より多く記入しても問題ありません。 
 

③休業予定人数 
⇒休業を予定している実人数（雇用保険被保険者）を記入します。 
 

④休業予定日数 
⇒休業を予定する実日数（１時間以上行われる休業も１日として計上）を記入します。 

 
⑤教育訓練内容 
⇒②～④と同様の内容を記入します。 
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様式第１号(1)  雇用調整助成金休業等実施計画（変更）届 

 

派遣事業の場合
は、「その他」
をマルで囲みま

す。 
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派遣会社の場合、
派遣元の名称、
事業所番号を記
入します。 

派遣元で教育をす
る場合は、名称に
派遣元企業名を記
入。また、自宅で
研修をする場合は、
所在地と電話番号
に「各従業員自
宅」と記入します。 
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＜POINT＞ 
事前に提出が出来ない場合には、支給申請書と同時に提出が可能です。 
 
また、②～④の事項に変更を生じたときは、変更内容の届出が必要となります。 
 
※ただし、③の事項が届け出た予定日の範囲内で減少した場合は、届出をする必要はありま
せん。 
③の事項が届け出た予定日よりも増えた場合には、再度の提出が必要となります。 
理由は、休業日数や休業予定の労働者人数が増えた場合は、助成額が増加するため、行政で
きちんと確認をするためです。 
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 雇用調整助成金の受給条件の1つである、生産量要件を確認します。 
 
【受給要件】 
１ヶ月の販売量、売上高等の事業活動を示す指標（生産指標）が、前年同期に比べ５％以上
減少していれば、生産指標の要件を満たします。 
 
①前年同期を比較対象とすることが適当でない場合は、前々年同期１か月との比較が可能で 
 す。 
 
②設立1年未満の企業については、前年12月の売上との比較も可能です。 
 
③前年同期や前々年同期１か月と比較出来ない又は比較しても 
 指標が５％以上減少せず、要件を満たさない場合は、 
 計画届を提出する月の前年同月から計画届を提出する月の前々月までの 
 間の適当な１か月との比較が可能となります。 
 
＜POINT＞ 
対象月は、休業した月ではなくハローワークまたは労働局へ届け出た日の 
前月になります。たとえば、４月の休業について６月に支給申請を 
した場合は、５月の売上に対して５％以上減少した要件が問われます。 
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 生産量（売上高）が５％以上低下したことについて申請する必要があります。 
 

様式第４号 雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書を作成します。 
 

＜以下の内容について記入します＞ 
①判定基礎期間の売上 
⇒計画届の提出の前月および前年同月の売上高、売上比を記入します。 
 

②生産量（売上高）の減少理由 
⇒生産量（売上高）が減少した理由について記入します。 
※質問に対して「はい」「いいえ」のいずれかで回答します。 
 

③新型コロナウイルスの感染との関わりについて 
⇒新型コロナウイルスによる感染によって、どのような事実があって生産量（売上高）が減 
 少したのかといった事実を記入します。 



● ３．計画届の提出 

© 2020 社労士派遣コンサルティング 

xx向け 

43 

 
様式第４号 雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書 

 

１～３のいず
れかが「は
い」に該当し
た場合は、助
成金の対象外
となります。 
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４について
「いいえ」の
場合は、助成
金の対象外と
なります。 
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【添付書類】 
・生産実績表、出荷伝票等の添付書類を併せて提出する必要があります。 
 
（例） 
建設業・・・・・総合推移損益計算書、工事請負契約書等 
電気工事業・・・工事請負契約書等 
製造業・・・・・総勘定元帳、生産実績表、出荷伝票等 
運送業・・・・・出荷伝票等 
サービス業・・・損益計算書、総勘定元帳等 
 
※例示した書類以外にも提示を求められる場合があります。 
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 雇用調整助成金の受給条件の1つである、休業等規模要件を確認します。 
 
【受給要件】 
休業延べ日数が所定労働延べ日数の１/４０（大企業は１/２０）以上であること。 
 
所定労働延べ日数とは・・・申請期間の所定労働日数×対象被保険者数 
 
＜たとえば、被保険者数５０名、所定労働日数２０日の場合＞ 
 
所定労働延べ日数＝所定労働日数２０日×被保険者数５０名＝１０００日 
 
最低必要休業日数＝１０００×１／４０＝２５日 
 
人数で割ると・・・・２５日÷５０名＝０．５日 
            ↓ 
全員が休業する場合、１人あたり０．５日以上の休業が必要。 
 
５人が休業する場合は、２．５日以上の休業が必要となります。 
 
＜POINT＞ 
休業は、ある程度一定の日数が必要です。 
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支給申請 
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 雇用調整助成金の申請にあたっての注意点 
 
申請は原則、支給対象期間の末日の翌日から2ヶ月以内に提出します。 
 

①支給要件確認申立書・役員等一覧 
 

②（休業等）支給申請書 
 

③助成額算定所 
 

④休業・教育訓練実績一覧表 
 

⑤労働・休日の実績に関する書類 
⇒①各対象労働者の労働日・休日及び休業の実績が明確に区分され、日ごと又は時間ごとに 
 確認できる「出勤簿」、「タイムカード」などの書類 
 ②シフト制、交替制または変形労働時間制をとっている場合は、労働者ごとの具体的な労 
 働日・休日がわかる「勤務カレンダー」、「シフト表」などの書類 
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 ⑥休業手当・賃金の実績に関する書類 
⇒休業期間中の休業手当として支払われた賃金の実績が確認できる「賃金台帳」、「給与明
細書」などの書類 
※判定基礎期間を含め前４か月分 
 

⑦所定の労働日・労働時間・休日や賃金制度の確認のための書類 
⇒①事業所ごとに定められている、所定労働日・所定休日・所定労働時間等や、賃金締切日 
 等の賃金制度の規定を確認できる「就業規則」「給与規定」「労働条件通知書」などの書 
 類 
  
 ②休業を実施する事業所であって、変形労働時間制、事業場みなし労働時間制又は裁量労 
 働制をとっている場合は、①に加えて、そのことに関する労働組合等との協定書（企画業 
 務型裁量労働制の場合は労使委員会の決議書）又はその監督署へ届け出た際の届出書の写 
 し 
 
 
※小規模事業主（従業員がおおむね20人以下）の方は、「小規模事業主向け 雇用調整助成 
金支給申請マニュアル」で申請に必要な書類をご確認ください。 
 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_2
0200410_forms.html 
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 支給要件を満たしていることを申告する書類を提出する必要があります。 
 

様式第６号 支給要件確認申立書を作成します。 
 

＜以下の内容について記入します＞ 
①法人名 
 

②事業所名称 
⇒助成金を申請する事業所名称を記入します。 
 

③雇用保険適用事業所番号 
⇒助成金を申請する事業所の雇用保険適用事業所番号を記入します。 
※雇用保険適用事業所番号が無い場合は、労働保険番号を記入します。 
 

④事業活動の状況 
⇒助成金の受給にあたって、質問に対して「はい」「いいえ」のいずれかで回答します。 
 
⑤④の内容についての署名 
⇒④の内容について相違がない旨の署名を記入します。 
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⑥役員の情報について 
⇒役員の氏名、役職、性別、生年月日について記入します。 
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 様式特第６号 支給要件確認申立書 

 

派遣元の場合
は、自社名を
記入します。 
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４～１１のい
ずれかが「は
い」に該当し
た場合は、助
成金の対象外
となります。 

１２～１８の
いずれかが
「いいえ」に
該当した場合
は、助成金の
対象外となり
ます。 
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役員等の就任
中に氏名の変
更があった場
合は、同じ欄
に旧姓も併記
します。 
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 判定基礎期間中の休業および教育訓練の実績について申告する必要があります。 
 

様式第９号 休業・教育訓練実績一覧表を作成します。 
 

＜以下の内容について記入します＞ 
①休業または教育訓練を実施した労働者の氏名 
 

②休業または教育訓練を実施した労働者の雇用保険被保険者番号 
 

③所定労働日数・休業日数・教育訓練日数 
⇒判定基礎期間の所定労働日数および、休業・教育訓練の実績日数を記入します。 
 

④事業主の署名・捺印 
⇒支給申請する事業主の署名・捺印をします。 
 
⑤協定をした労働者代表の氏名・捺印 
⇒協定を締結した労働者代表の氏名の記入・捺印をします。 
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様式特第９号 休業・教育訓練実績一覧表 
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事業所の雇用
保険適用事業
所番号を記入
します。 
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 支給申請にあたって、助成金の金額を申請する必要があります。 
 

様式第８号 雇用調整助成金助成額算定書を作成します。 
 

＜以下の内容について記入します＞ 
①前年度１年間の雇用保険の保険料 
⇒直近の「労働保険料確定申告書」の確定保険料算定内訳欄に記載されている賃金額を記入 
 します。 
 

②前年度の各月の月末の被保険者数の平均人数 
 

③前年度の年間所定労働日数 
 

④休業手当・教育訓練手当の支払い率 
 
⑤月間休業延べ日数 
⇒様式第９号から転記します。 
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様式第８号 雇用調整助成金助成額算定書 
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青色の欄は自
動で入力され
ます。 
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 支給申請にあたって、助成金の金額を申請する必要があります。 
 

様式第７号 雇用調整助成金（休業等）支給申請書を作成します。 
 

＜以下の内容について記入します＞ 
①休業等を実施する事業所名称・事業の種類 
 

②事務担当者の役職・氏名 
 

③賃金の締切日 
 
④対象労働者の人数 
⇒休業した雇用保険被保険者の人数を記入します（解雇を予告された被保険者、退職する被 
 保険者等は除きます） 
 

④月間所定労働日数 
 
⑤振込先金融機関等の情報 
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 様式第７号 雇用調整助成金（休業等）支給申請書 
 

派遣会社の場合
は、自社の情報
を記載します。 

社労士が代理申
請する場合でも、
事務担当者職氏
名の記載は必要

です。 
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◎厚生労働省のホームページより、申請書のダウンロードができます。 
 

雇用調整助成金の様式ダウンロード（新型コロナウィルス感染症対策特例措置用） 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410
_forms.html 
 
 
 

◎雇用調整助成金についてのＱ＆Ａです。 
 
Ｑ＆Ａ（５月２９日現在） 
https://www.mhlw.go.jp/content/000635722.pdf 
 

（令和２年６月１２日付け特例措置に関するFAQ） 
https://www.mhlw.go.jp/content/000640014.pdf 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000635722.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000635722.pdf
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 社労士派遣コンサルティング  
TEL：03-4405-0313 
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